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令和３年８月２日 

 国土交通大臣 

  赤 羽 一 嘉  様 

一般社団法人  全国住宅産業協会 

  会  長   馬 場 研 治 

令和４年度 住宅・土地税制等改正要望 

わが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い国内外の諸活動が停滞したことに

より、雇用情勢の悪化、所得の減少、消費の減退という悪循環に陥り、日常生活・産業活

動のあらゆる場で大きな影響・被害を受けてきました。 

住宅着工戸数を見ると、消費税率の引上げと新型コロナウイルス感染症拡大が重なり、

一昨年から減少傾向が続いています。在宅勤務などによる新しい需要もあり、やや持直し

の徴候もありますが、昨年に比べて数字が改善しているのは、昨年の供給戸数が大幅に落

ち込んでいたことによるところが大きいと考えられます。 

住宅市場を取り巻く環境は建築費、土地価格などの高止まり、最近のいわゆるウッドシ

ョックによる木材の高騰・確保難など厳しい状況が続いており、また自然災害対策、老朽

化マンションの建替え、デジタル化・ＩＯＴへの対応、二拠点居住の推進、リバースモー

ゲージの普及など多くの課題をかかえています。併せて、ライフスタイルの変化に応じた

住替えを可能とする良質な住宅ストックの確保と既存住宅の流通促進、脱炭素社会に向け

た住宅の省エネルギー化の推進が重要な課題となっています。 

住宅は、国民に生活の場を提供するとともに内需主導の持続的な経済成長を下支えする

重要な役割を担っており、住宅の一次取得者層を始め消費者が良質な住宅を取得するため

には、さらなる支援措置が必要であると考えられます。 

具体的には、令和４年度へ向けての対策として、住宅市場を活性化し消費者の求める住

宅供給を推進し、良質な住宅ストックの形成、住まい方の多様化への対応、脱炭素社会実

現の推進等を図るため、住宅ローン減税、贈与税非課税措置などの税制を始め、助成制度、

認定制度、規制等について以下の事項を要望します。 

併せまして、住宅にはその取得、保有、譲渡の各段階において多くの税が課せられ複雑

な税体系となっております。国税及び地方税の住宅税制の抜本的な見直しについて継続的

な検討をお願いいたします。 
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第一 住宅取得の促進 

１．住宅ローン減税及びすまい給付金制度の継続 

住宅借入金等を有する場合の所得税の特別控除（期限:令和３年１２月３１日）につ

いて、幅広い所得層が公平に税制措置を受けられるよう控除期間に重点を置くなど再

編の上で継続。併せて、すまい給付金制度を継続 

 
２．贈与税の非課税措置の継続 

直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置（期限:令和

３年１２月３１日）の継続 

 

３．固定資産税の減額措置の延長 

新築住宅に係る固定資産税の減額措置（期限:令和４年３月３１日）の延長 

・一般の住宅：３年間 税額２分の１減額 

・中高層住宅：５年間 税額２分の１減額 

 

４．登録免許税の特例措置の延長 

住宅用家屋に係る登録免許税の特例措置（期限:令和４年３月３１日）の延長 

・所有権保存登記 本則：１０００分の ４⇒ 特例：１０００分の１.５ 

・所有権移転登記 本則：１０００分の２０⇒ 特例：１０００分の３ 

・抵当権設定登記 本則：１０００分の ４⇒ 特例：１０００分の１ 

 

５．不動産の譲渡等に関する印紙税の特例措置の延長 

 不動産の譲渡契約書及び工事請負契約書に係る印紙税の特例措置（期限:令和４年 

３月３１日）の延長 

［軽減措置抜粋］ 

契約金額  

５００万円超～１,０００万円以下 本則： １万円⇒ 特例：５千円 

 １,０００万円超～５,０００万円以下 本則： ２万円⇒ 特例：１万円 

５,０００万円超～１億円以下 本則： ６万円⇒ 特例：３万円 

   １億円超～５億円以下 本則：１０万円⇒ 特例：６万円 

５億円超～１０億円以下 本則：２０万円⇒ 特例：１６万円 
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６．不動産取得税の特例措置の延長 

(１)新築住宅用の土地に係る不動産取得税の特例措置（期限:令和４年３月３１日）

の延長 

 ・特例措置 住宅の床面積（２００㎡を限度）の２倍相当額を減額 

 ・土地取得から住宅新築までの期間要件 

   本則：２年 ⇒ 特例：３年（＊一定の事情がある場合は４年） 

＊１００戸以上の共同住宅等で、都道府県知事が認める場合 

(２)ディベロッパー等に対する新築家屋のみなし取得時期の特例措置（期限:令和 

４年３月３１日）の延長 

  ・本則：６か月 ⇒ 特例：１年 

 

７．居住用財産の買換え等に係る特例措置の延長 

(１)特定の居住用財産の買換えの場合の長期譲渡所得の課税の特例（期限:令和３年 

１２月３１日）の延長 

＊所有期間１０年超、居住期間１０年以上の居住用財産を譲渡し、新たに一定の

居住用財産を取得した場合 

・譲渡価額が買換資産の取得価額以下のときは、課税されない。 

・取得価額を超えるときは、超える額に長期譲渡所得課税が行われる。 

(２)居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除制度（期限:

令和３年１２月３１日)の延長 

＊所有期間５年超の居住用財産を譲渡し、住宅借入金等を利用して新たに一定の 

居住用財産を取得した場合は、譲渡損失の金額についてその年の損益通算及び

翌年以後３年内の繰越控除が認められる。  

(３)特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除制度（期限:令和３年１２月 

３１日)の延長 

＊住宅借入金等を有する所有期間５年超の居住用財産の売却に伴い発生した譲渡 

損失のうち、住宅ローン残高が譲渡対価を超える場合、その差を限度として、 

その年の損益通算及び翌年以後３年内の繰越控除が認められる。 
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第二 良質な住宅ストックの形成 

１．認定住宅に係る特例措置の延長 

(１)認定長期優良住宅、認定低炭素住宅を新築等した場合の所得税額の特別控除

（期限:令和３年１２月３１日）の延長 

・控除額：最大６５万円 

(２) 認定長期優良住宅に係る特例措置（期限:令和４年３月３１日）の延長 

［固定資産税（２分の１減額の特例期間）］ 

   ・一 般 住 宅：３年⇒５年  ・中高層住宅：５年⇒７年  

［登録免許税（税率の軽減）］ 

  ・所有権保存登記：一般住宅特例 千分の１．５⇒千分の１ 

  ・所有権移転登記：一般住宅特例 千分の３   ⇒戸 建 住 宅 千分の２  

⇒中高層住宅 千分の１  

［不動産取得税（課税標準からの控除額）］ 

 ・一般住宅特例１２００万円⇒１３００万円控除 

(３) 認定低炭素住宅に係る特例措置（期限:令和４年３月３１日）の延長 

［登録免許税（税率の軽減）］ 

・所有権保存登記：一般住宅特例 千分の１.５⇒千分の１ 

・所有権移転登記：一般住宅特例 千分の３   ⇒千分の１ 

 

２．既存住宅の増改築等に係る特例措置の延長 

(１) バリアフリー改修、省エネ改修、多世帯同居改修など特定の増改築等に係る住

宅ローン控除の特例措置（期限:令和３年１２月３１日）の延長 

 ・控除額：最大１２．５万円   ・控除期間：５年間 

(２)耐震改修・バリアフリー改修・省エネ改修・多世帯同居改修など特定の改修工事

をした場合の所得税の特別控除（期限:令和３年１２月３１日）の延長 

 ・控除額：最大１０５万円 

(３) 既存住宅の耐震改修、バリアフリー改修、省エネ改修、長期優良住宅化リフォ

ームに係る固定資産税の減額措置（期限:令和４年３月３１日）の延長 

  ・耐 震 改 修：２分の１減額  ・バリアフリー改修：３分の１減額 

 ・省 エ ネ 改 修：３分の１減額  ・長期優良化ﾘﾌｫｰﾑ：３分の２減額 
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３．買取再販に係る登録免許税の特例措置の延長 

買取再販で扱われる住宅の取得に係る登録免許税の特例措置（期限:令和４年３月

３１日）の延長 

・所有権移転登記：一般住宅特例 千分の３⇒千分の１ 

 

４．マンション建替え・敷地売却事業に係る特例措置の延長  

(１)マンション建替法に規定する施行者又はマンション敷地売却組合が取得する要

除却認定マンション及びその敷地に係る不動産取得税の非課税措置（期限:令和 

４年３月３１日）の延長 

(２)マンション建替事業の施行者等が受ける権利変換手続き開始の登記等に対する 

登録免許税の免税措置（期限:令和４年３月３１日）の延長 

 

５．マンションの老朽化を防止するための特例措置の創設 

マンションの大規模修繕の計画的実施を図るため、適正な修繕積立金について一定

額を所得税から控除するなど特例措置の創設 

 

６．住宅の解体費用を補助する制度の創設 

防災性や省エネ性が劣る住宅の建替えや災害危険区域からの移転のための家屋の解

体費用を補助する制度を創設する。 
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第三 住まい方の多様化への対応 

１．住宅ローン減税制度等における床面積要件の緩和 

世帯構成の変化、職住近接等の利便性を重視する志向等に対応するため、住宅ロー

ン控除、住まい給付金、贈与税の特例、不動産取得税の特例、登録免許税等の軽減措

置などの床面積要件を緩和（５０㎡以上⇒４０㎡以上） 

 

２．二地域居住のための特例措置の創設 

地方における交流人口の増大、大都市郊外住宅地の再生、空き家の有効活用等によ

り地方創生を推進するため、一定の要件を満たす二戸目の住宅取得に対し、住宅ロー

ン減税制度を適用するなど優遇措置を創設 

 

３．既存住宅の評価の適正化 

利用可能な空き家の購入資金の調達、リバースモーゲージや残価設定ローンなど住

宅ローンの多様化等を図るため、平成２６年３月に策定された「中古戸建てに係る建

物評価の改善に向けた指針」を踏まえて、不動産業界と金融業界に共通した建物価格

を適正に評価するガイドラインを作成 

 

４．空き家対策推進のための特例措置の創設 

所有者が空き家を取り壊し後一定期間以内にその敷地を活用する場合、固定資産税

の住宅地特例（課税標準を６分の１又は３分の１に減額）を継続して適用 

 

５．良好な街並み維持に資する相続税の特例措置の創設 

 住宅地における良好な街並みを維持するため、相続した住宅を引き続き、居住の用

に供する場合に、その住宅及びその敷地について相続税を非課税又は徴収猶予 

 

６．借入金利子の損益通算の特例措置の改善 

個人による土地取得の借入金利子について、不動産所得の損益通算制限を廃止 
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第四 脱炭素社会への対応 

１．省エネに対する理解・意識の向上と弾力的な規制強化 

(１)住宅のＣＯ２排出の実態、対策の必要性、住宅省エネの効能等について消費者に

分かりやすい情報の提供 

(２)２０３０年、２０５０年に向けての工程（ロードマップ）の提示・周知徹底 

(３)省エネ基準適用義務化・基準の強化等に際しては、段階的・弾力的な対応の実施 

 

２．支援措置の拡充 

(１)省エネ対応のための費用負担を軽減するため、住宅ローン減税制度における控除

率の上乗せ、控除期間の延長など税制措置の拡充及び融資・補助の拡充 

(２)ＺＥＨに係る助成の拡充 

(３)太陽光発電設備の設置を促進するため、建築物の高さ・容積率規制、緑化・駐車

場設置規制の緩和等（設置の義務化は時期尚早） 

(４)創エネについての弾力的運用（敷地外での創エネの算入）  

 

３．制度の整理統合と手続きの合理化 

(１)省エネ基準、性能評価、長期優良住宅、ＺＥＨ、ＢＥＬＳなどの制度の整理統合

及び計算方法の簡略化 

(２)審査機関、行政等の手続きの迅速化・簡略化・一本化  

 

４．既存住宅の建替え集約化による省エネの推進 

既存住宅の省エネ基準適合化を図るため、複数の既存住宅を集約して省エネ基準を

満たす住宅に建て替える制度を創設  

・居住誘導地域に集約することによりコンパクトシティの推進に寄与 
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第五 当面の経済の活性化 

１．住宅ローン減税特例措置及びすまい給付金の延長 

令和２年１２月の経済対策で講じられた住宅ローン減税の特例措置（契約期限:令和

３年９月末又は１１月末）及び住まい給付金制度の延長 

［適用要件］ 

・契約期限：注文住宅 令和３年９月末 

      分譲住宅   同 11 月末 

・入居期限：令和４年３月末 

［特例措置の主な内容］ 

・控除期間：１３年 

・面積要件：年間所得１，０００万円以下の場合４０㎡以上 

 

２．贈与税の非課税措置の特別枠の延長 

令和２年１２月の経済対策で講じられた贈与税の非課税措置（期限:令和３年１２月

末）の延長 

［特例措置の主な内容］  

・一般住宅：１，０００万円   ・省エネ等住宅：１，５００万円 

・面積要件：年間所得１，０００万円以下の場合４０㎡以上 

 

３．グリーン住宅ポイント制度の継続と拡充 

グリーン住宅ポイント制度の継続と拡充（国産材の活用等の場合のポイント付加） 

 


